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軽費老人ホーム事務費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の６に規定する軽費老

人ホームの入所者の経済的負担を軽減するため、軽費老人ホームを設置する市町村又は

社会福祉法人（以下「補助事業者」という。）が、「軽費老人ホームの利用料等に係る

取り扱い指針について」（平成２０年５月３０日付老発第０５３０００３号厚生労働省

老健局通知。以下「指針」という。）に基づき、当該軽費老人ホームの入所者から徴収

すべきサービスの提供に要する費用（以下「事務費」という。）の一部を減免した場合、

当該減免額について、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第

１０７号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところにより、予算の範囲内

で補助金を交付する。 

（補助金の対象及び補助額） 

第２条 補助金は、次に算出された額の範囲内で知事が定める額とする。 

（１） 事務費実支出額と指針に定める事務費の年間合算額（以下「事務費基準額」と 

   いう。）のいずれか少ない方の額から、本人から徴収した事務費実徴収額（その

額が指針に定める本人からの事務費徴収額の年間合算額に満たないときは、当該

年間合算額。以下「事務費本人徴収額」という。）を控除して得た額に（３）に

定める補助率を乗じて得た額。 

（２） （１）により算出された額に１，０００円未満の端数がある場合は、これを切

り捨てるものとする。 

（３） 事務費実支出額の補助対象経費及び補助率は次のとおりである。 

 

補助事業者 

 

補助率 

 

補 助 対 象 経 費 

 

   市町村    

 

  １／２   

 

軽費老人ホームの運営のための、職員給料、職員

賞与、非常勤職員給与、派遣職員費、退職給付、

法定福利費、福利厚生費、職員被服費、旅費交通

費、研修研究費、事務消耗品費、消耗器具備品費、

印刷製本費、水道光熱費、燃料費、車輌費、修繕

費、通信運搬費、会議費、広報費、業務委託費、

手数料、保険料、賃借料、土地・建物賃借料、保

守料、諸会費、雑支出、保健衛生費、医薬品費、

退職給付引当金、人件費積立金、修繕積立金、備

品等購入積立金、本部会計繰入金 

 

 

社会福祉法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０／１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４） 「指針」の規定にかかわらず、サービスの提供に要する基本額（月額）は、「指

針」で定めるサービスの提供に要する基本額（月額）に１．０１４３を乗じた額に、

更に１．００６１を乗じ、円未満の端数を切り捨てた額とする。 

 （５） 「指針」の規定にかかわらず、寒冷地加算は、「指針」で定める加算額に 

１．００６１を乗じ、円未満の端数を切り捨てた額とする。 

 （６） 「指針」及び「入所者処遇特別加算費の取り扱いについて」（平成２年６月１８ 

日付社施第８６号厚生省社会局長、大臣官房老人保健福祉部長通知）の規定にかか

わらず、入所者処遇特別加算の加算単価は次のとおりとし、加算額は通知で定める

算定方法による単価に１．００６１を乗じ、円未満の端数を切り捨てた額とする。 
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年間総雇用時間数 １施設あたり加算額（年額） 

４００時間以上 ２９４，４００円 

５００時間以上 ３６８，０００円 

６００時間以上 ４４１，６００円 

７００時間以上 ５１５，２００円 

８００時間以上 ５８８，８００円 

９００時間以上 ６６２，４００円 

１０００時間以上 ７３６，０００円 

１１００時間以上 ８０９，６００円 

１２００時間以上 ８８３，２００円 

 

（７）「指針」及び「社会福祉施設における施設機能強化推進費の取扱いについて」（昭

和６２年７月１６日付社施第９０号厚生省社会局長通知）の規定にかかわらず、施

設機能強化加算推進費の１施設当たりの加算総額は、次の額を合算して６０万円以

内の額とし、加算額は通知で定める算定方法による単価に１．００６１を乗じ、円

未満の端数を切り捨てた額とする。 

    ア 社会復帰等自立促進事業について３０万円以内でかかった経費の２分の１

の額 

    イ 専門機能強化事業について１５万円以内でかかった経費の２分の１の額 

    ウ 総合防災対策強化事業について４５万円以内でかかった経費の全額 

（８）「指針」及び「社会福祉施設における民間施設給与等改善費の取扱いについて」

（昭和６３年５月２７日付社施第８４号厚生省社会局長通知)の規定にかかわら

ず、民間施設給与等改善費は、年度当初において高額繰越金等（前年度末における

繰越金（当期末支払資金残高に他会計区分への支出（ただし当該軽費老人ホームの

整備に係る借入返済のために他会計区分へ支出した金額を除く）を加え、他会計区

分からの収入を除いたもの）及び積立金（ただし国庫補助金等特別積立金を除く））

の合計額が、当該施設会計の前年度収入決算額（ただし各積立資産取崩収入を除く）

の６ヶ月分相当額以上を有する施設については、当該年度の加算を停止するものと

する。 

（９）「指針」の規定にかかわらず、軽費老人ホームに勤務する介護職員等の賃金改善

を実施した施設については、別記「軽費老人ホーム事務費補助金に係る介護職員処

遇改善加算事務処理指針」の定めるところにより、「介護職員処遇改善加算」を加

算するものとする。 

（１０）「指針」の規定にかかわらず、介護人材確保・職場環境改善等事業を実施した

施設については別記２「介護人材確保・職場環境改善等事業処理指針」の定めると

ころにより、「介護人材確保・職場環境改善等事業加算」を加算するものとする。 

（補助の交付申請） 

第３条 規則第４条第１項に規定する申請書は第１号様式によるものとする。 

また、補助金交付決定後において、事業内容等の変更により補助金の額に増減を生じ

る場合には第２号様式により申請するものとする。 

２ 前項の規定に基づく申請書の提出期限は知事が別に定める日とする。 

（補助金の交付の条件） 

第４条 規則第６条第１号第５号に規定する「別に定める事項」は次のとおりとする。 

（１） 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らな

ければならない。 

（２） 知事の承認を受けて前記の財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（決定の通知） 
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第５条 規則第７条に規定する決定通知は、第３号様式により通知するものとする。 

 

（変更承認の申請） 

第６条 規則第６条第１項に規定する知事の承認を受けようとする場合は、第４号様式に

より知事に提出しなければならない。 

（申請の取下げ） 

第７条 規則第８条第１項に規定する「別に定める期日」は補助金の交付決定の通知を受

領した日から起算して１０日を経過した日とする。 

（概算払） 

第８条 知事は、必要があると認めるときは、各四半期ごとに当該期間における補助事業

者の軽費老人ホーム設置運営状況に応じ、概算払いの方法により補助金を交付すること

ができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定に基づき、補助金の概算払いを受けようとするときは、第

５号様式により知事に提出しなければならない。 

（完了報告） 

第９条 補助事業者は、当該事業が完了したときは、すみやかに第６号様式により知事に

報告しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 規則第１３条に規定する実績報告は、第７号様式により、当該事業が完了した

日（事業の中止又は廃止について知事の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

から起算して３０日を経過した日、又は３月３１日（補助金を全額概算払いにより交付

を受けた場合には当該年度の翌年度の４月３０日）のいずれか早い日までに行わなけれ

ばならない。 

２ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たり、補助金に係る消費税及び地方消費税

仕入控除税額が明らかな場合は、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額して報

告しなければならない。 

（補助金の交付の請求） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了し、補助金の交付を受けようとするときは、第

８号様式により知事に提出しなければならない。 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額） 

第１２条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額報告書（第９号様式）により速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全

額又は一部の返還を命じることができる。 

（財産処分の制限） 

第１３条 規則第１８条第１項ただし書に規定する別に定める期間並びに同項第２号及び 

 第３号に規定する別に定める財産は、次のとおりとする。 

 

財産の種類 

 

処 分 の 制 限 を 受 け る 期 間 

 

取得価格が５０

万円以上のもの 

 

 

 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０

年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の規定により、厚生労働

大臣が別に定める日 

 

（会計帳簿等の整備等） 

第１４条 補助事業者は、第１０号様式による調書を作成するとともに、補助金の収支状

況を記載した会計帳簿、その他の書類を整備し、補助事業の完了した日の属する会計年

度の翌年度から起算して５年間保存しておかなければならない。 

（書類の経由等） 
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第１５条 補助事業者が、規則及びこの要綱の定めるところにより知事に書類を提出する

場合は、所轄の保健福祉事務所長を経由しなければならない。 

 

 附則 

 この要綱は、昭和５５年６月２０日から施行し、昭和５５年度分の補助金から適用する。 

  

 附則 

 この要綱は、昭和６０年５月９日から施行し、昭和６０年度分の補助金から適用する。 

  

 附則 

この要綱は、昭和６３年１０月１１日から施行し、昭和６３年度分の補助金から適用す

る。 

 

 附則 

この要綱は、平成３年３月１５日から施行し、平成２年度分の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成４年１２月３日から施行し、平成４年度分の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成７年５月１８日から施行し、平成７年度分の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成１１年７月２日から施行し、平成１１年度分の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成１１年９月１日から施行し、平成１１年度分の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成１３年２月６日から施行し、平成１２年度分の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成１４年２月４日から施行し、平成１３年度分の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成２０年８月４日から施行し、平成２０年度分の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成２２年１１月１０日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用す

る。 

 

 附則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、改正後の要綱の規定は、平成２７年度分

の補助金から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成２８年４月１日から適用施行する。 

 

  附則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 
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附則 

 この要綱は、令和４年７月７日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。 

 

附則 

 この要綱は、令和６年９月６日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。 

 

  附則 

 この要綱は、令和７年４月１日から適用施行する。 

 

  附則 

 この要綱は、令和７年９月９日から施行し、令和７年度分の補助金から適用する。 


